
宮崎県新型インフルエンザ等対策行動計画の案
薬務感染症対策課

６月 ・常任委員会報告（改定概要）

８月 ・感染症対策連携協議会・感染症対策審議会における意見聴取

・関係機関（市町村、県医師会、県看護協会等）向け説明会の実施

９月 ・常任委員会報告（骨子案）

10月 ・感染症対策連携協議会・感染症対策審議会における意見聴取

・関係機関（市町村、県医師会、県看護協会等）への意見照会

11月 ・内閣官房内閣感染症危機管理統括庁への意見聴取

12月 ・常任委員会報告（素案）

・パブリックコメントの実施（意見無し）

２月 ・感染症対策審議会における意見聴取

３月 ・常任委員会報告（計画案）

１ 計画改定に係るこれまでの主な対応

（審議会委員からの主な意見）

次の感染症危機に備え、「研修等の実施による感染症対応人材の育成」や「感染症対

策連携協議会等を活用した関係機関間の連携強化」、「医療機関等との病床確保や発熱

外来等に関する協定締結等による医療提供体制の確保」など、本計画に沿った取組を進

めていただきたい。
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２ 計画の趣旨

新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「特措法」という｡）に基づき、新型イ
ンフルエンザ等の発生に備え、対策の基本的方針及び平時の準備や感染症発生時の措置
の内容を示すとともに、市町村行動計画等の基準となるべき事項を定めることにより、
宮崎県感染症予防計画等と相まって、新型インフルエンザ等に対する対策の強化を図る。

（参考）各計画の関係性イメージ



３ 目指す目標

感染症危機に対応できる平時からの体制作り、県民生活及び社会経済活動への影響の
軽減、基本的人権の尊重の３つの視点から対策の充実・強化を図り、感染拡大防止と社
会経済活動のバランスを踏まえた、感染症危機に強くてしなやか（柔軟）に対応できる
社会を目指す。

【計画期間】
令和７年度から
（概ね６年ごとに改定について必要な検討を行い、その結果に基づき所要の措置を講じる）

４ 策定に当たっての基本的な考え方

政府行動計画に基づき、特定の感染症や過去の事例のみを前提とするのではなく、新
型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症等以外の新たな呼吸器感染症等が流行す
る可能性を想定しつつ、発生した新型インフルエンザ等（※）の特性を踏まえ、様々な状
況で対応できるよう、対策の選択肢を示す。
また、中長期的に複数の感染の波が生じることも想定し、幅広く対応できるシナリオ

とするため、政府行動計画に準じ、予防や準備等の事前準備の部分「準備期」と、発生
後の対応のための部分「初動期及び対応期」に大きく分けた構成とする。

※ 本計画の対象となる新型インフルエンザ等は、「①新型インフルエンザ等感染症」、「②指定
感染症（当該疾病にかかった場合の病状の程度が重篤であり、かつ、全国的かつ急速なまん延の
おそれがあるもの）」、「③新感染症（全国的かつ急速なまん延のおそれがあるもの）」



５ 各対策項目の主な取組（選択肢）
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